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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認宮崎地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件



                      

宮崎国民年金 事案 520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年３月から 52 年８月までの期間及び 58 年７月から 63 年

12月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年３月から 52年８月まで 

② 昭和 58年７月から 63年 12月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料を、Ａ市、Ｂ市又はＣ市で納付したはず

である。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ市かＢ市に住んでいた頃に国民年金に加

入した旨供述しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加

入被保険者の国民年金への加入時期により、申立人が国民年金に加入した時期

は、昭和 50 年７月と推認でき、当該時点において、申立期間①の一部は既に

時効により納付することができない。 

また、申立人が、昭和 52 年１月以降居住したとみられるＣ市の国民年金収

納状況一覧表によると、申立人の納付記録は、51年度及び 52年度について未

納と記録されている上、国民年金特殊台帳によると、申立期間①は未納と記録

されており、当該記録はオンライン記録と一致していることが確認できる。 

さらに、申立期間①は 90 か月と長期間である上、申立人が、当該期間の国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は

無く、ほかに申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②について、ⅰ）オンライン記録及び国民年金特殊台帳によると、

申立人の国民年金の資格喪失日は昭和 55 年６月１日であり、ⅱ）オンライン

  



                      

  

記録によると、同日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得し、56 年５月５

日付けで同資格を喪失していることが確認できる上、オンライン記録及び国民

年金特殊台帳において、55 年６月１日の国民年金の資格喪失後、国民年金に

再加入した記録が確認できないことから、申立期間②は、国民年金の未加入期

間であり、申立人の申立期間②に係る納付書は作成されなかったと考えるのが

自然であり、申立人は、申立期間②の国民年金保険料を納付することができな

かったものと考えられる。 

また、申立期間②は 66 か月と長期間であり、申立人は国民年金保険料の納

付に関する記憶が明らかでない上、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

宮崎国民年金 事案 521 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

    私は、申立期間当時、Ａ市Ｂ区に下宿しながら、勤務していた。 

    昭和 36年か 37年頃、下宿先に国民年金の集金人が来て、国民年金の加入

を勧められたので加入することとした。毎月、保険料 100円を納付すると、

手帳に印紙を貼り、日付の入ったスタンプを押していたことを覚えており、

申立期間の国民年金保険料を納付していたと思うので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する国民年金手帳によると、同手帳の発行日は昭和 37 年６月

１日と記載されており、申立人は、当該時期に国民年金の加入手続を行ったこ

とが確認できる。 

しかしながら、申立期間当時、国民年金保険料を収納した場合には、国民年

金手帳の右側の印紙検認台紙に印紙を貼付し消印を押し、同手帳の左側の検認

記録欄に検認印を押すこととされ、保険料納付の有無にかかわらず、現年度保

険料の納付期限終了後、印紙検認台紙を切り離し、社会保険事務所（当時）に

報告を行い、その際、印紙検認記録欄と印紙検認台紙欄の記録が一致している

ことを証する意味で割印を押していたところ、申立人の国民年金手帳において、

昭和36年度から38年度までの印紙検認台帳が切り離された箇所に割印が押さ

れているものの、印紙検認記録欄に検認印が押されていないことが確認できる。 

また、申立期間の国民年金保険料については、Ｃ市が保管する国民年金被保

険者名簿において、保険料の納付が行われなかったことを示す「時効消滅」の

押印が確認できる。 



                      

  

さらに、申立人は、申立期間当時、Ａ市Ｂ区において国民年金保険料を集金

人により納付していた旨供述しているところ、戸籍の附票によると、申立人は、

申立期間の途中である昭和37年12月にＡ市Ｂ区からＤ市に転居していること

が確認でき、申立人が同年 12 月以降の国民年金保険料をＡ市Ｂ区で納付して

いた事情はうかがえない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

宮崎厚生年金 事案 952 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年９月頃から 49年４月頃まで 

             ② 昭和 49年６月頃から 51年 12月頃まで 

             ③ 昭和 56年７月頃から 58年６月頃まで 

私は、申立期間①において、Ａ社で勤務していた。 

また、申立期間②において、Ｂ社で生コンクリート車の運転手をしてい

た。 

さらに、申立期間③において、Ｃ社を辞めた後、同系列のＤ社で運転手

をしていた。 

いずれの期間も勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が勤務していたとするＡ社は、日本年金機構

が保管する事業所一覧において、厚生年金保険の適用事業所であったことが確

認できない上、申立人は、当該事業所の事業主及び同僚等を記憶しておらず、

これらの者から供述を得ることができないことから、申立人の当該期間におけ

る勤務実態を確認することができない。 

また、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人が勤務していたとするＢ社は、日本年金機構

が保管する事業所一覧において、厚生年金保険の適用事業所であったことが確

  



                      

  

認できない上、申立人は、当該事業所の事業主及び同僚等を記憶しておらず、

これらの者から供述を得ることができないことから、申立人の当該期間におけ

る勤務実態を確認することができない。 

また、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間③について、Ｄ社の事業主の供述により、期間の特定はできない

ものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に、申立人

の氏名は確認できない上、整理番号に欠番は見当たらない。 

また、Ｄ社によると、申立期間③当時の資料は、保管しておらず、厚生年

金保険料控除については不明である旨回答している。 

さらに、申立人が申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか申

立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から③までに係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 


